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ジェクトを実施している。以下は韓国政府に
よって実施された主要なプロジェクトのリスト
を示している。
・世界銀行プロジェクト（1999─2000）
・2003 年度版環境会計ガイドライン
・環境管理会計プロジェクト（2001─2004）
・マテリアルフローコスト会計プロジェクト
（2005─2006）
これらのプロジェクトのうち外部報告のため
の環境会計は，主に韓国の環境省（Ministry of 
Environment：KMOE）によって進められて
いる。そして環境管理会計は知識経済省（Min-
istry of Knowledge and Economy：KMKE，
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マテリアルフローコスト会計の考え方は，韓国知識経済省が 2001年から 2004年に
実施した環境管理会計プロジェクトを通じて初めて韓国の産業界に紹介された。これ
により韓国政府は，マテリアルフローコスト会計が環境と経済活動を統合するための
ツールであると理解し，それ以来，強い関心を示している。そして 2005年から 2007
年 7月には知識経済省によってマテリアルフローコスト会計導入のパイロットプロジ
ェクトが実施され，電気機器，半導体，製紙など異なる産業から 9社が参加した。参
加企業はマテリアルフローコスト会計導入に対してきわめて好感触を示しており，今
回の導入では単一の生産プロセスを対象としていたものの，予想していた以上にマテ
リアルロス率が高く，この手法は製造コスト削減に非常に有効であると評価されてい
る。そして第二次マテリアルフローコスト会計パイロットプロジェクトが，2010年
10月までの 2年間の計画で実施されることとなり，6社の企業が参加している。今回
のプロジェクトを通じて，韓国政府および韓国企業に，より具体的な政策方針を提示
することができると考えている。

韓国におけるマテリアルフローコスト会計の
実践─現状と今後の展開

はじめに

1990 年中頃以降，一部の先進的な韓国企業
（例えばポスコ，LG化学，柳韓キンバリー）は
自主的に環境会計を導入し始めた。そして近年
の環境関連コストの増大を背景に，一部の企業
ではこれらの会計実践をさまざまなレベルでの
マネジメントの意思決定と統合する動きもみら
れる。また韓国政府も環境会計の重要性を認識
しており，環境報告と環境管理会計，それぞれ
でパイロット事業を実施してきた。
韓国政府は 1999 年以来，企業への環境会計
および環境管理会計の導入のための四つのプロ
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旧産業資源省）が普及の役割を担っている。四
つのプロジェクトの中でも，世界銀行プロジェ
クト（1999─2000）は韓国における環境管理会
計の普及のための基礎をなす最も重要な事業で
あった。
近年，韓国政府は環境会計の重要な機能とし

て，環境保全と経済活動の統合をあげている。
そしてマテリアルフローコスト会計は，環境保
全システムと企業の経済側面のマネジメントシ
ステムを結びつけるための会計ツールであると
の認識が示されている。これに加え，ここ数年
の日本政府や日本企業によるマテリアルフロー
コスト会計導入の成功事例が，韓国における知
識経済省の近年の活動を後押ししている。

1　環境管理会計の発展

韓国環境省は 1999 年に世界銀行の資金援助
を受け，「環境会計システムと環境パフォーマ
ンス指標」という特別プロジェクトを実施し
た。このプロジェクトでは環境マネジメント
ツールの開発と，企業レベルでの包括的な環境
会計および環境業績評価の導入フレームワーク
を示すことを目指していた。プロジェクトでは
韓国企業 3社（ポスコ，サムスン電機，LG化
学）を対象に環境管理会計を導入した。その結
果，次のような政策提言を行っている。
1）　韓国における環境会計の導入や普及への
支援が必要である。そのためにまず韓国政
府は環境会計ガイドラインを作成する必要
があり，そして同時に企業の環境会計や環
境パフォーマンス情報に対するステイクホ
ルダーの情報へのニーズを感化することが
必要である。

2）　個々の企業が標準化された環境会計情報
を作成するための環境会計ガイドラインが
必要である。ただ政府のアプローチとして
は，直接的に規制したり義務を課すより
は，ステイクホルダーを感化する役割を担
うほうが望ましい。

3）　これらに従って，韓国政府は環境会計の
導入と利用による環境パフォーマンスと経
済パフォーマンスの促進を支援するための
政策を実行するべきである。

この政策提言は韓国環境省が 2003 年に発表
した環境会計のガイドラインや，韓国経済資源
部が 2005 年に発表した環境管理会計マニュア
ルの開発につながった。そしてプロジェクトの
成果を反映して，韓国環境省は 2000 年に日本
の環境省が公表したものと類似の形式で環境会
計ガイドラインの作成を始めた。このガイドラ
インは 2003 年に第 1 版の草稿が公表され，そ
の後，見直しが行われている。ガイドラインの
重要な項目は以下に要約してある。
・環境会計システムの定義と目的
・環境コスト
・環境配慮型設備投資
・環境利益
・情報開示
韓国環境省が環境保全コストの計算と外部報
告のための環境会計ガイドラインを策定する一
方で，韓国知識経済省は環境管理会計の開発の
ためのパイロットプロジェクトを行ってきた。
知識経済省のプロジェクトは 2001 年 8 月から
3年計画で，環境管理会計の国際的な傾向と海
外企業のベストプラクティスを調査し，それら
を踏まえ韓国企業に適した環境管理会計ツール
の開発を行った。ここには韓国を代表する五つ
の企業（ポスコ，サムスン電機，LG化学，SK
─Corp，柳韓キンバリー）が参加しており，最
終結果は 2005 年の 8 月に環境管理会計ワーキ
ングマニュアルを通じて公表され，これらの活
動は 2002 年 9 月の EMAN─AP（アジア太平
洋環境管理会計ネットワーク Environmental 
Management Accounting Network─Asia Pacif-
ic）などの国際会議においても発表されてい
る。
韓国知識経済省の環境管理会計ワーキングマ
ニュアルの主な内容は以下の通りである。
・環境管理会計の基礎概念
・環境管理会計を採用するためのガイドライ
ンと行動計画

・環境管理会計ツールとその導入
・参加企業 5社のケーススタディ
・Q & A
・附録（知識経済省版の環境コスト＆環境ベ
ネフィット測定・報告ガイドライン）
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マテリアルフローコスト会計の考え方は，韓
国知識経済省が 2001 年から 2004 年に実施した
環境管理会計プロジェクトを通じて初めて韓国
の産業界に紹介された。これにより韓国政府は
マテリアルフローコスト会計が環境と経済活動
を統合するためのツールであることを理解し，
それ以来，強い関心を示している。そして
2005 年から 2007 年 7 月には知識経済省によっ
てマテリアルフローコスト会計導入のパイロッ
トプロジェクトが実施され，電気機器，半導
体，製紙など異なる産業から 9社が参加した。
このプロジェクトの目的は，まずマテリアル

フローコスト会計のツールと方法論を構築し国
内企業に導入すること，そしてこれによりク
リーンなプロダクションを促進することで持続
可能な産業の形成を進めることの 2 点であっ
た。またプロジェクトの結果を受け，韓国版マ
テリアルフローコスト会計ワークブックが作成
されており，内容は 2005 年に日本政府により
作成されたマニュアルと共通点の多いものと
なっている。
参加企業はマテリアルフローコスト会計導入

に対してきわめて好感触を示しており，今回の
導入では単一の生産プロセスを対象としていた
ものの，予想していた以上にマテリアルロス率
が高かったため，この手法は製造コスト削減に
非常に有効であると評価している。ただ一方で
柳韓キンバリーを除いては，マテリアルフロー
コスト会計の全社展開を試みる企業はみられな
かった。今回のプロジェクトではマテリアルフ
ローコスト会計の効果に関する経営トップの十
分な理解が得られなかったため，マテリアルフ
ローコスト会計導入のために経営資源を投入す
るインセンティブが見出せなかったのではない
かと考えられる。
そして日本政府が 2007 年にマテリアルフ
ローコスト会計の国際標準化活動を進めるなか
で，韓国政府も再び関心を持ち始めた。日本の
経済産業省は韓国知識経済省を訪れて，国際標
準化プロジェクトへの積極的な参加を求め，韓
国側もそれに応じている。そして 2010 年 10 月
までの 2 年間の計画で第二次のマテリアルフ
ローコスト会計パイロットプロジェクトが実施

されることとなり，韓国企業 6社が参加してい
る。

2　 マテリアルフローコスト会計　パイ
ロットプロジェクト I（2005─2006）

2.1　背景と目的
第一次のマテリアルフローコスト会計パイ

ロットプロジェクトは，「マテリアルフローコ
スト会計を通じた廃棄物削減およびコスト削減
システムの構築と推進」の名称で 2005 年 5 月
から 2007 年 7 月の 2 年間で実施された。この
プロジェクトの目的は，1）文献レビューを通し
てマテリアルフローコスト会計の近年の動向を
探ること，2）マテリアルフローコスト会計導入
に成功している日本企業やドイツ企業をベンチ
マークとすること，3）マテリアルフローコスト
会計のガイドラインの作成，4）国内企業へのマ
テリアルフローコスト会計技法のトレーニング
と普及である。
まずプロジェクトチームが組織され，日本や

ドイツでの導入事例を含むマテリアルフローコ
スト会計の文献レビューを行った。特に日本企
業は韓国企業と共通点が多いため，日本企業の
ケースの研究に重点をおいた。また日本企業の
導入の経験を学ぶため，キヤノンや田辺製薬な
どの先進的な日本企業を訪れベンチマークとし
ている。
海外企業のケースから学ぶ一方で，韓国国内

でもマテリアルフローコスト会計の技術を広げ
るために，企業やこれらの分野に関心の高い専
門家を対象にワークショップを開催した。また
新聞へ寄稿することで，マテリアルフローコス
ト会計の普及も図ってきた。そして 2006 年末
には，韓国企業へのマテリアルフローコスト会
計推進のための国際シンポジウムも開催し，
マテリアルフローコスト会計のベストプラク
ティスや海外企業の事例の紹介などのさまざ
まなトピックに関して議論した。
2.2　 マテリアルフローコスト会計の導入プロ

セス
表 1 にあるように，第一次プロジェクトに
は 9社の企業が参加していた。
第一次プロジェクトでは，単一生産プロセス
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もしくは単一製品を対象にマテリアルフローコ
スト会計を導入した。またコストとマテリアル
バランスの測定期間はおおむね 1カ月とした。
これまで韓国産業界ではマテリアルフローに基
づいた環境管理会計がほとんど導入されてこな
かったので，実際に導入する前に概念的な説明
を行うことが重要となった。そのためプロジェ
クトチームは第一段階として各企業の環境担当
部署に対して次のようサービスを提供した。
・マテリアルフローコスト会計の現状と動向
の文献レビュー

・日本やドイツでの成功事例の紹介
・マテリアルフローコスト会計に関する研修
やワークショップの実施

・マテリアルフローコスト会計を推進するた
めの国際セミナーの実施

特にプロジェクトチームは日本での導入に成
功しているキヤノンや日東電工，サンデン，パ
ナソニックなどをベンチマークしてきた。
2.3　 LS 電産：忠州工場の事例
（1）マテリアルフローコスト会計の導入工
　　程と実施期間
原材料加工工程に 2006 年 7 月の 1 カ月間，

マテリアルフローコスト会計導入を行った。
（2）物量センター
対象工程は表 2に示すように五つの物量セン

ターに分けられた。
（3）実施結果
LS 電産のフローコストマトリックスを表 3

で示している。まずマテリアルロス率は 18.9％

であり，これはマネジャーの予想よりはるかに
大きい値であった。より詳しく分析すると，ほ
とんどのマテリアルロスはQC2 のプレス加工
工程で発生していることがわかった。この結果
により，プレス加工工程で発生したロスコスト
の削減が必要であることが明らかとなった。
プレス加工工程で発生したマテリアルロスの
ほとんどは再利用可能な廃棄物であり，売却す
ることで収益を得ることができたため，これま
でマネジャーはマテリアルロスにほとんど関心
を払ってこなかった。しかしながら，マテリア
ルフローコスト会計のパイロットプロジェクト
に参加し貨幣価値に換算することで，マネ
ジャーはマテリアルロス率が大変高かったこと
を認識した。そしてマテリアルロス率の情報に
基づいて，プレス加工工程で発生しているマテ
リアルロス削減のためのさまざまな対策を早急
に検討しなければならないと結論付けたのであ
る。
2.4　プロジェクトの成果
プロジェクトの結果，参加したほとんどの企
業で当初予想していたより多くのマテリアルロ

表 1　第一次パイロットプロジェクト参加企業

企業名 産　業
企業規模

売上高（2007，百万円） 従業員数（人）
柳韓キンバリー 衛生陶器 60,300 2,200
サムスン SDI ディスプレー 353,300 10,404
ハイニックス 半導体 353,300 18,226
LG エレクトロニクス 携帯電話／家電製品 1,840,000 29,496
LG 化学 石油製品／電子部品 720,000 10,780
LS 産業システムズ 発電機部品／機械機器，金属加工 94,666 3,073
三和電機 電子部品 9,760 672
シムテク 半導体部品 23,280 1,024
パボナイン LCDモニター，ステレオカメラ 1,340 127

表 2　忠州工場での物量センター

物量センター 加工プロセス
QC 1 原材料の保管
QC 2 プレス工程
QC 3 形成（タップ加工，溶接，射出形成）
QC 4 研削（熱加工）
QC 5 梱包（検査および梱包）
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スを産出していることが明らかとなった。マテ
リアルフローコスト会計を用いると，それぞれ
の工程やコスト要因ごとに発生しているマテリ
アルロスを特定することで生産プロセスの改善
のための評価尺度を示すことができるようにな
るので，プロジェクトの結果はマネジメントに
深い意味を持っていた。マテリアルフローコス
ト会計は，従来のQCや歩留管理，シックスシ
グマでは問題とされてこなかった改善のための
有用な情報を提供することでムダやコストの削
減につながると，参加したほとんどの企業が認
めている。第一次パイロットプロジェクトは時
間の制約もあったため，プロジェクトチームは
企業がマテリアルフローコスト会計から得た情
報に基づいて実施した改善の効果までは十分に
確認することができなかった。プロジェクト全
体の経済的効果と環境改善効果は以下にまとめ
られている。
（1）経済面でのベネフィット
経済効果としては次のものがあげられる。1）

廃棄物削減によるコスト低減，2）廃棄物や排水
の経済損失を投資意思決定に反映させること，
3）環境管理会計との連携によるシステマティッ
クな原価管理である。
9社のマテリアルロス率は表4に示してある。

表からわかるように，全体的にみるとマテリア
ルロス率（マテリアルロス／製造コスト合計）
は 2.8％から 26.9％であった。この結果はコス
ト削減の可能性を示している。
国内企業の製造コスト全体に占める労務費の

割合が平均 7～ 8％と推定されるので，表に示
されているマテリアルロス率は大変大きなもの
である。マテリアルロスを 10％削減するだけ
で，マテリアルフローコスト会計を採用する企

業は大幅なコスト低減を達成することができ
る。日本の日東電工のケースではマテリアルフ
ローコスト会計を通じて 30％のマテリアルロ
スが削減されている。つまりマテリアルフロー
コスト会計に基づいたマテリアルロスマネジメ
ント技法を用いることで大きな経済的な効果を
得ることが期待される。
たとえば柳韓キンバリーは表 5 で示すよう

に，問題を発見しマテリアルフローコスト会計
導入の結果に基づいて改善を実施し，コスト削
減を実現している。
（2）環境面でのベネフィット
環境面での効果としては次のものがあげられ
る。1）正確な評価や適切な方法による廃棄物削
減，2）廃棄物に由来する経済損失の評価による
廃棄物削減の方法の発見，3）環境管理会計との
連携による廃棄物削減への意思決定の最適化で
ある。
表 5にある柳韓キンバリーのケースでは，単

表 3　フローコストマトリックス：LS電産

正の製品 ロス（A） 合計（B） ロス率（A/B）
マテリアルコスト ￥56,313 ￥17,449 ￥73,762 23.7％
光熱費 1,404 242 1,646 14.7％
システムコスト 68,631 11,833 80,464 14.7％
廃棄物処理費用 0 3 3 －　

合　計 126,348 29,527 155,875 18.9％

表 4　9社のマテリアルロス率

企業名 マテリアルロス率（％）
柳韓キンバリー  2.8
サムスン SDI  3.2
ハイニックス  58.8＊

LG エレクトロニクス  26.9
LG 化学  6.1
シムテク  5.6
LS 産業システムズ  18.9
三和電機  6.8
パボナイン  14.6

＊ 　ハイニックスのケースでマテリアルロス率が高い
のは半導体製造の特性に由来している。半導体製造
の最終工程で，投入原材料のほとんどは廃棄物とな
り処分されている。
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表 6　参加企業 9社への調査結果

成　果 回答企業数
（％）

マテリアルフロー分析の学習や経験 9（100％）
コストコントロールと環境マネジメン
トの関係の認識 4（45％）

コスト配賦の重要性の認識 5（55％）
マテリアルロスコストの重要性の認識 9（100％）
マテリアルフローコスト会計と他の環
境管理会計の統合の可能性 1（11％）

プロセスイノベーションツールとして
のマテリアルフローコスト会計を認識 5（55％）

製造プロセスにおけるもっともロスの
大きいポイントの発見 9（100％）

ロスコスト削減のための特定のポイン
トの発見 4（45％）

対応策の実施による改善効果の確認 1（11％）
マテリアルフローコスト会計導入によ
る企業イメージの促進 4（45％）

に工程デザインを変更するだけで，水資源の利
用を 50％削減し，1,000 万円近くのコスト削減
を達成している。柳韓キンバリーのケースのよ
うに，マテリアルフローコスト会計をフルス
ケールで導入することで企業は環境負荷の効果
的な削減を実現できる。
マテリアルフローコスト会計は単に不良率や

廃棄物の削減を目的とした歩留率や品質管理の
ためのテクニックではなく，損品や廃棄物，排
水，エネルギーロスなどのマテリアルロスを効
果的に管理するためのより包括的なツールであ
る。そのためマテリアルフローコスト会計はゼ
ロエミッションのための効果的な環境管理会計
技法であることがわかる。
このようにマテリアルフローコスト会計を採

用した企業は原材料投入量と排出物を大幅に削
減することで環境面での競争力と，コスト面で
の競争力の両方を手に入れることができると期
待されている。
（3）参加企業の調査への反応
参加企業への調査結果は表 6 に示されてい

る。第一次プロジェクトに参加した 9社はすべ
てが，1）分析によりマテリアルフロー情報が特
定でき，2）改めてロスコストの重要性と大きさ
を認識し，3）ロス削減のための優先順位の高い
ポイントを確認できたと回答している。
加えて多くの参加企業が指摘した重要な点と

して，1）マテリアルフローコスト会計は単なる
コストコントロールや廃棄物管理のツールにと
どまらず，イノベーションを導くことのできる
環境管理ツールであり，2）マテリアルフローコ
スト会計は製造プロセスにおいてすぐに取り組
む必要のある特定のポイントをマネジャーに認
識させるということがあげられる。さらに参加

企業の多くがコストコントロール，環境管理会
計，コスト配賦を含む環境会計の必要性を認識
しているとともに，廃棄物管理システムにコス
トコントロールシステムを統合する必要がある
と認識している。
2.5　要約と政策提言
（1）結果の要約
マテリアルフローコスト会計導入の第一次パ

イロットプロジェクトから以下のような知見が
得られた。
・第一に，特定の製品もしくは特定の製造プ
ロセスに限定した分析を行った結果，全体
的なマテリアルロス率（マテリアルロス／
製造原価合計）は 2.8％から 26.9％であっ
た。この結果によりコスト削減の可能性が
示された。

表 5　改善によるコスト削減効果（柳韓キンバリー）

改善方法 経済効果

ライナーの範囲の削減 直接材料および間接材料の大幅な削減
（2カ月間で約 1,000 万円）

ティッシュウォーターカッターの利用停止 直接材料および間接材料の大幅な削減
（毎年約 1,000 万円）

ティッシュウォーターカッターの利用停止 ティッシュウォーターカッターの使用を停止することで加工にか
かる水資源の利用が 50％削減された
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・第二に，企業が正確なマテリアルロスのコ
スト情報を持っていなければ，ロスの削減
のインセンティブが生じないことが示され
た。透明性の高いマテリアルとコストのフ
ロー情報によって，マテリアル利用の効率
性をどうやって向上させればよいのかが明
らかとなった。
・第三に，マテリアルフローコスト会計の計
算に必要なデータは，現存するデータソー
スから手作業で集められた。この方法は長
期的には負担が大きく ERP との統合によ
る正確なマテリアルやコストのフロー情報
を自動的に収集することが求められてい
る。
・第四に，異なる部署（環境部署，経理部，
人事部，生産現場など）の協力関係がマテ
リアルフローコスト会計導入の成功には重
要である。またこのとき環境会計と生産プ
ロセスに関する高度な専門家が必要とな
る。

（2）政策提言
プロジェクトの成果として韓国版のマテリア

ルフローコスト会計ワーキングガイドラインの
草稿が提示されている。ガイドラインは韓国企
業のマテリアルフローコスト会計導入の成功に
寄与したと考えている。
またプロジェクトは今後，韓国企業がマテリ

アルフローコスト会計を導入する上で，次のよ
うな共通の問題点を克服する必要があると指摘
している。
・環境会計への経営トップの関与や重要性へ
の理解の欠如

・環境部，経理部，人事部，製造現場など企
業内部での関連部署の連携の弱さ
・環境会計情報のさまざまな意思決定への利
用の促進の必要性
・環境会計と生産プロセスの両方での高度な
専門家の欠如

3　 マテリアルフローコスト会計パイロ
ットプロジェクト II（2008─2009）

第一次パイロットプロジェクトが 2007 年 7
月に終了したあと，日本の経済産業省は環境管
理会計ガイドラインを ISO TC207 へ提案する
ことを決定した。この提案の目的はマテリアル
フローコスト会計導入を検討している組織への
ガイダンスを提供するとともに，その利用のた
めの共通のプラットフォームを提供することで
ある。そのために概念フレームワークと導入方
法を提示するのである。日本政府による国際標
準化機構（ISO）への提案は，韓国政府が 2008
年 8 月にマテリアルフローコスト会計のパイ
ロットプロジェクトを再開することを後押しし
た。
The MFCA Project II（2008─2010）は，「普
及促進および国際標準化に対応するためのマテ
リアルフローコスト会計システムの構築」とい
う名称で，2008 年 10 月から 2010 年 9 月まで
の 2年計画で始まった。第二次プロジェクトへ
の参加企業は表 7に示している通りパブコ，ソ
ウ産業，平和産業など 6社である。第二次プロ
ジェクトでは参加企業は前回より規模が小さい
企業が集まっている。
第一次プロジェクトと同様に，今回のプロ

表 7　第二次パイロットプロジェクトへの参加企業リスト

企業名 産　業
企業規模

売上高
（2007，百万円） 従業員数（人）

ソウ産業 バルブ加工  420  23
ユンシン機械技術 金属加工業  280  30
DST産業 放送機器製造  400  200
シテック 放送機器製造  380  19
平和産業 自動車部品  9,333  265
パブコ 自動車部品  5,480  647
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ジェクトでも単一の製品もしくは単一の生産プ
ロセスを対象にマテリアルフローコスト会計が
導入されている。またコストの測定やマスバラ
ンスの特定の期間は 1カ月となっている。
第二次プロジェクトの目的は，1）より幅広い

産業へとマテリアルフローコスト会計導入を進
めること，2）中小企業へのマテリアルフローコ
スト会計導入を実施すること，3）マテリアルフ
ローコスト会計を他のイノベーション技法と結
びつけること，4）韓国企業へのマテリアルフ
ローコスト会計の普及についての政治的方向性
を示すことである。
そして第二次プロジェクトは以下のような構

成になっている。
・第一次プロジェクトの結果を分析し，現存
するシステムの問題点への対応策の検討

・専門家や実務家のネットワークの形成
・国際セミナーや，マテリアルフローコスト
会計のオープンプログラムの開催

・中小企業へのパイロットプロジェクト
・産業別，規模別のマニュアルの作成
第二次プロジェクトからの期待される成果は

表 8に示しているように，第二次プロジェクト
は韓国政府や韓国企業に対してより具体的な政
策方針を示すことができると期待されている。

4　結論と今後の展望

韓国においてマテリアルフローコスト会計を
含む環境管理会計は，いまだ黎明期にある。し

かしながら韓国企業は将来的には成熟した形で
の環境管理会計を導入する可能性をおおいに秘
めている。これは近年の韓国政府のイニシアチ
ブに表れてきている。
近年，環境問題は国際的に関心を集めてお
り，国際的なコミュニケーションを通じて，グ
ローバルコミュニティーの一員として，持続可
能なマネジメントとして環境マネジメントを一
層，促進することができると考えている。
韓国政府は，マテリアルフローに基づく環境
管理会計は組織全体を通じてのシステムレベル
で環境と経済を関連付けることができることを
認識し始めた。このため韓国知識経済省で検討
されている「資源利用における環境効率推進
法」における基幹ツールとしてマテリアルフ
ローコスト会計の採用を検討している。
また日本政府の進めている ISO14000 ファミ
リーでの環境管理会計の標準化についても，前
向きに協力するとしている。韓国政府は環境管
理会計の標準化は世界中でエコイノベーション
の推進と，持続可能な社会づくりにおおいに貢
献するものであると考えている。
韓国政府の最近のマテリアルフローコスト会
計イニシアチブは，韓国における環境会計の発
展の成功のための重要なステップであると考え
られる。しかしながら，環境会計が普及し成功
をもたらすには，企業トップの認識と協力が不
可欠なのである。

表 8　第二次パイロットプロジェクトに期待される成果

期待される成果 内　容
1．韓国企業でのマテリアルフローコスト会計実践の増加 6社（2008）から 20 社（2010）へ

2．中小企業でのマテリアルフローコスト会計の導入 中小企業向けマテリアルフローコスト会計ガイド
ラインの作成

3． マテリアルフローコスト会計と他のイノベーション技法
との統合 理論フレームワークの提供

4．マテリアルフローコスト会計普及への政策方針の提示 マテリアルフローコスト会計普及の政策ロード
マップの作成

5．企業トップや実務家への教育プログラム 教育プログラムを通じての専門家の育成
6．マテリアルフローコスト会計への一層の研究 ワークショップや国際セミナーでの議論

7．マテリアルフローコスト会計の標準化への協力と支援 ISO/TC207 WG8 を通じて韓国企業の事例がケー
ス企業に採用されるように働きかける
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